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１ 平成２４年度決算 

 

(１) 歳入･歳出決算の推移 

 

本市の財政は、歳入面では自主財源を依存財源が上回る状況であり、主な自主財

源である市税が伸び悩む一方、依存財源の大半を占める地方交付税は、昨年度と比

較すると減少しておりますが、その代替財源である臨時財政対策債を含めると過去

最高となっています。  

しかしながら歳出面では、依然として義務的経費である扶助費が増加し続けてい

ることに加え、指定都市移行に伴う国県道整備などの新たな経費が発生しており、

財政の運営はこれまで以上に事業の選択と集中を進めていく必要があります。 

一般会計決算規模は、平成２０年度に旧富合町、平成２１年度に旧城南町及び旧

植木町と合併したことで拡大しており、平成１４年度と平成２４年度を比較すると、

歳入で２４．３％、歳出で２５．６％増加しています。 

平成２４年度の歳入は、前年度比２．２％増の２，７６３億円、歳出は、前年                           

度比２．４％増の２，７３１億円となっています。 

 

一般会計歳入･歳出決算額の推移
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(２)  決算収支の推移 

 

一般会計決算収支の推移をみると、歳入と歳出の差から翌年度へ繰越すべき財源

を引いた実質収支では継続して黒字を確保していますが、実質収支から前年度の実

質収支（繰越金）を差し引いた単年度収支は、平成２４年度は６億円の赤字となり、

３年連続の赤字となっています。 

 

決算収支の推移
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(３)  歳入 

 

①  歳入内訳の推移 

 

歳入内訳の推移をみると、歳入全体に占める構成比が第１位である市税は、近年、

景気の緩やかな回復基調により、増加を続けています。 

また、地方交付税は、平成１７年度以降｢三位一体の改革｣の影響により減少し、

平成１９年度には２８３億円となりましたが、その後は回復傾向にあります。 

市債については、合併計画の推進や指定都市移行に伴う区役所整備等により増加

傾向にあり、更に、平成２４年度は、指定都市移行による国県道整備に要する経費

の増加や、臨時財政対策債の発行額が大幅に増加したことにより、前年の 317 億

円と比べて８7 億円の増加となっています。 

一般会計歳入内訳別推移
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②  市税の推移 

 

市税収入は、平成４年度の７６４億円から年々増加していましたが、平成９年度

の８６７億円をピークとして、景気低迷の影響により減収が続きました。 

その後、「三位一体の改革」による国から地方への税源移譲などの影響により、平

成１７年度以降は復調傾向となりましたが、平成２１年度には、リーマンショック

を契機とした景気後退の影響で大幅な減収となりました。 

近年は、景気のゆるやかな回復基調により増加に転じ、平成２４年度は９４６億

円となり、前年度と比較して約７億円、０．７％の増加となりました。 

 

市  税  の  推  移
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H4⇒Ｈ24  伸率23.8％　単純平均年間伸率1.1％
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平成２４年度の市税収入の内訳をみると、景気のゆるやかな回復基調により個人

市民税が増加し、法人市民税は企業業績の改善により増加しています。 

一方、固定資産税は、3 年に一度の評価替えにより減少しています。 

 

市税の推移
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③  市民一人当たりの税額の状況 

 

市民一人当たりの税額は１２９千円（H２３：1２９千円）であり、指定都市２

０市中最低の金額となっており、本市の担税力の弱さが見受けられます。 

（Ｈ２４．３．３１現在 住民基本台帳人口 ７３１，８１５人） 

市民一人当たりの税額
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④  地方交付税と臨時財政対策債の推移 

 

地方交付税及びその代替財源である臨時財政対策債については、地方の財源不足

を補うという性格から市税の伸び悩みの中で、平成４年度３２８億円から、平成１

４年度５０２億円と１．５倍以上になるなど非常に大きい伸びを示していました。 

ただ、地方交付税の原資となるべき国税収入が低迷し、その補てん財源である国

の地方交付税特別会計の借入金残高が増加したことから、平成１３年度から財源不

足分を国の一般会計からの補てんと地方自らの借金である臨時財政対策債で埋め合

わせをする制度が導入され、地方交付税そのものは減少に転じました。 

加えて、平成１６年度から平成１８年度までに実施された国の「三位一体の改革」

の影響から、地方交付税は大幅に減少し、臨時財政対策債を加えた合計でもピーク

時だった平成１４年度と比べ平成１９年度は１７３億円減の３２９億円まで減少し

ました。 
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平成２０年度以降は、復調傾向にあった市民税が景気後退により減少する一方で、

生活保護費等の社会保障費用の増加や経済対策による歳出が増加など、財源不足の

拡大に対応して、国の政策により地方交付税の増額確保が図られており、平成２４

年度は、臨時財政対策債を加えた合計で過去最高の５９０億円となっています。 

 

地方交付税の推移
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H4⇒Ｈ24  伸率18.9％　　単純平均年間伸率1.8％

 

地方交付税と臨時財政対策債合計の推移
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 ⑤  一般財源の動向 

 

一般財源とは、財源の使途が特定されない、どんな経費にも使用することができ

る歳入のことをいい、市税や地方交付税等がこれにあたります。 

   

一般財源の推移
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　一般財源は地方公共団体の歳出
規模を決定する主因である

H4⇒Ｈ24  伸率44.9％　　単純平均年間伸率2.0％

  

 

地方公共団体の歳出規模を決定する主因である一般財源の規模ですが、市税が対

前年度マイナスになるときは、地方交付税がそれを補う機能を果たしてきました。  

平成４年度から平成１４年度までの間は増加傾向にありましたが、平成１５年度

以降は「三位一体の改革」の影響により減少傾向となりました。 

平成２０年度以降は、地方交付税及び臨時財政対策債が増えたことで増加に転じ、

平成２２年度は、旧城南町・植木町との合併により大きく増加しています。 

また、平成２４年度においては、社会保障費等の増加や指定都市移行の影響によ

る地方交付税（臨時財政対策債含む）の増加により、前年度と比較すると２．３％

の増加となっています。 

しかしながら、国の厳しい財政状況を考えると、今後も地方交付税に頼らない本

市自らの力による市税収入の増加を図ることで一般財源を確保していかなければ

なりません。 

 

（一般会計） 
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⑥  市民一人当たりの市税及び地方交付税の状況 

 

本市の一般財源の根幹をなす市税、地方交付税の合計額は、合併や指定都市移行

の影響もあり、この１０年間で３．９％増加しています。 

（平成１４年度１，１９３億円 → 平成２４年度１，３３６億円） 

しかし、他の指定都市１９市と比較した場合、市民一人当たりの「市税額」は１

２９千円で第２０位、「交付税額」が５４千円で第３位、「市税と交付税の合計額」

は１８３千円で第１８位となっています。 

本市においては、他の指定都市に比べ税収が少ない分を地方交付税が補っている

ものの、総額としては少なく、財政に余裕がない状態であるといえます。 

 

市民一人当たりの市税及び地方交付税の状況
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⑦  市債借入額の推移 

 

市債借入額は、地方交付税の代替財源である臨時財政対策債と、繰上償還にかか

る借換債を除くと、減少傾向にありましたが、平成 18 年度に増加に転じ、平成２

１年度には合併の影響により大きく増加しました。 

平成２４年度は、指定都市移行による国県道整備に要する経費の増加により臨時

財政対策債を除いた借入額は２０４億円となり、前年度の１８９億円と比べ１５億

円増加しています。 

また、指定都市移行に伴い、臨時財政対策債についても前年度の１２６億円と比

べ７４億円増加の２００億円となっています。 

 

 

市債借入額の推移
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（一般会計） 
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これまで、財政状況の推移をみてきましたが、国の「三位一体の改革」という言

葉が説明に使用されています。 

国の「三位一体の改革」とは、どのようなものだったのでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成１８年度までに実施された「三位一体の改革」とは、地方分権の理念に沿って、

歳入・歳出両面で地方の自由度を高めて、地方が自らの支出を自らの権限、責任、

財源において執行する割合を増やし、住民に必要な行政サービスを地方自らの責任

で自主的、効率的に選択する幅を大きくすることを目指すとともに、国・地方を通

じた大幅な財源不足を圧縮するため、財政の健全化と持続可能な行財政システムの

構築を目指し、地方にも行財政改革を促すものでした。国庫補助負担金の改革、地

方への税源移譲、地方交付税の改革を大きな３つの柱としていることから「三位一

体の改革」と呼ばれています。 

 本市の影響額は次のとおりです。 

本市影響額

全　体　像

△４８億円＋41億円
　　△１３９億円
　地方交付税　△８６億円

　臨時財政対策債　△５３億円

② 国庫補助負担金の改革

① 税 源 移 譲 ③ 地方交付税の改革

臨時財政対策債を
含めた総額の抑制

Ｈ１5～１８で△５．１兆円Ｈ１６～１８で△３．１兆円

H16～18
本市影響合計　△１４６億円

Ｈ１８までに＋３兆円

段階的実施

国の「三位一体」の改革ってなあに？ 
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(４)  歳出 

 

①  目的別歳出構成比の推移 

 

歳出を行政目的別に区分し、どの分野に多く使われているのか、構成比の推移を

みてみますと、福祉等の民生費が増加し続けており、平成９年度以降は第１位を占

めています。 

道路、河川、公園等の土木費は、平成２１年度以降は第４位でしたが、平成２４

年度は指定都市移行による国県道整備に要する経費が増加したため第２位となっ

ています。 

市債の元利償還金にあてられる公債費については、第 3 位となっているものの着

実に減少してきており、平成２４年度は前年度に比べ 2 億円の減少となっています。 

これは、近年の新規借り入れ利息が減少したことにより定時償還利子が減少した

こと、また、補償金免除繰上償還に伴う特例措置として実施してきた繰上償還元金

が減少したことによるものです。 

 

一般会計目的別歳出構成比の推移

27,411

30,984

35,924

24,951

23,195

21,855

21,736

22,369

21,511

21,139

113,880

109,587

79,199

75,307

70,800

68,105

66,350

65,355

62,838

60,681

18,866

20,322

16,592

14,743

14,498

14,641

13,322

13,181

13,231

16,913

35,232

27,543

26,823

25,405

29,179

27,630

29,615

30,021

36,430

35,777

24,467

22,628

22,359

20,774

22,721

22,523

23,131

25,819

24,233

24,517

32,593

32,784

32,749

34,458

32,820

32,824

33,184

44,414

36,058

40,108

31,144 102,752 19,506 26,945 23,095 36,254

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｈ24

Ｈ23

Ｈ22

Ｈ21

Ｈ20

Ｈ19

Ｈ18

Ｈ17

Ｈ16

Ｈ15

Ｈ14

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

諸支出金

(百万円）
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②  性質別歳出内訳の推移 

 

歳出を経費の性質によって分類し、過去の推移をみてみますと、人件費は、平成

１８年度以降は退職者の増加などにより増加傾向にありましたが、平成２４年度は、

共済負担比率改定による共済費の減少や退職者の減少などにより、前年度と比較し

て７億円減少しています。 

また、扶助費は増加を続けており、平成２４年度では生活保護費や指定都市移行

に伴う精神保健福祉関係の自立支援給付費の増加により、前年度と比較して２７億

円も増加しています。 

普通建設事業は平成２２年度以降、合併に伴う増加や指定都市移行に伴う区役所

整備、分離新設小学校など、大型建設事業により増加傾向にあり、更に平成２４年

度は指定都市移行による国県道整備により増加しています。 

 

一般会計性質別歳出の推移
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(百万円）

 

＊普通建設事業とは、道路、公園等の社会資本整備や、学校、スポーツ施設、 

庁舎等の公共施設整備を行うための投資的経費をいいます。 
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③  義務的経費の推移 

 

歳出のうち、人件費、扶助費、公債費については、その性質から容易に削減でき

ないため、義務的経費とされています（Ｐ１０参照）。 

義務的経費は、平成３年度の８２４億円から年々増加傾向にあり、平成１１年以

降は、１，２００億円台とほぼ横ばいで推移していますが、平成２２年度は合併に

より大幅に増加し、平成２４年度は過去最高の１，587 億円となりました。（公債

費の繰上償還を除く） 

その内訳をみますと、人件費は、人員削減や手当の見直し等により、近年は減少

傾向にありますが、扶助費は、生活保護受給者の増加や少子高齢化の進展により年々

増加しており、平成２４年度は指定都市移行に伴う精神保健福祉関係の自立支援給

付費の増加などにより、前年度と比較して３．５％、１０年間で約２倍も増加して

います。 

公債費は、近年減少傾向にあったものの、臨時財政対策債の償還の増加により、

今後は増加が見込まれます。 

 

義務的経費の推移
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（億円）

人件費 扶助費 公債費
 

※公債費は、次の繰上償還を除く。 

平成１６年度 １０６億円  平成１９年度 １４億円 平成２０年度 ４２億円 

平成２１年度  ２５億円  平成２２年度  ４４億円 平成２３年度  ２億円 

（一般会計） 
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④  市民一人当たりの義務的経費の状況 

 

市民一人当たりの義務的経費は２１７．８千円（H２３：２１７．２千円）で、

他の指定都市と比べると、２０市中第１１位となっています。 

内訳でみると、公債費は４５．２千円で第１６位、扶助費は１０７．３千円で第

１０位、人件費は６５．３千円で第９位となっています。 

平成１５年度から義務的経費の総額が、その主な財源である市税・地方交付税収

入額を大きく上回っており、他の指定都市同様、財源に余裕のない硬直的な状態で

あるといえます。 

 

 

市民一人当たりの義務的経費の状況

87.2 82.0 78.2 70.1 69.7 75.4
54.2 59.4 50.9

66.2 65.3 63.3 59.3 61.4 53.0
66.0 63.3 59.5 58.6 53.8

187.1

130.2
112.7 120.1 126.7 112.2

123.7
127.6

128.8 100.9 107.3
96.4

84.1 80.0 95.2 80.1
72.0 88.3

78.8
68.3

97.7

45.0
53.6

60.7 60.8 49.3 47.3 55.8

38.230.5

45.250.7
39.5

73.466.960.668.572.4
59.5

47.1

254

206

227
216

189 185 182

163

183

205197

218215214

200
214

196
204 197

183

0

50

100

150

200

250

300

350

400

大
阪
市

京
都
市

神
戸
市

北
九
州
市

広
島
市

名
古
屋
市

福
岡
市

堺
市

札
幌
市

川
崎
市

熊
本
市

岡
山
市

千
葉
市

仙
台
市

横
浜
市

新
潟
市

静
岡
市

相
模
原
市

さ

い
た
ま
市

浜
松
市

（千円）

人件費 扶助費 公債費 市税、交付税
 

 

 

 

 

 

 

（普通会計） 
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⑤  義務的経費及び一般財源の推移 

 

義務的経費の中で、例えば扶助費については、国からの補助金等を活用し、残り

は市税等の一般財源を充当しています。 

そこで、義務的経費と市税収入の関係を見てみると、平成１９年度から、税源移

譲や税制改正による税収増により、市税収入のみで義務的経費のうちの一般財源充

当額をまかなうことができていましたが、平成２２年度以降、義務的経費への一般

財源充当額を市税収入が下回っており、つまり、市税だけではまかなえない状況に

なりました。 

今後も、少子高齢化の進展による扶助費の伸びが見込まれており、財政の硬直化

傾向は続いていくものと思われます。 
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義務的経費及び市税収入の推移
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（義務的経費歳出総額）H4⇒Ｈ24  伸率62.1%　　単純平均年間伸率3.5%

（義務的経費歳出総額）Ｈ11⇒H24　単純平均伸率1.8％

（充当一般財源）H4⇒Ｈ24 伸率50.7％　　単純平均年間伸率2.8％

（充当一般財源）Ｈ11⇒H24　単純平均伸率1.0％

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市税と義務的経費充当一般財源額の推移 （単位：億円）

１１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

865 845 853 848 819 822 845 854 910 911 886 927 939 946

904 907 907 920 881 873 855 889 859 864 876 986 1009 1025

▲ 39 ▲ 62 ▲ 54 ▲ 72 ▲ 62 ▲ 51 ▲ 10 ▲ 35 51 47 10 ▲ 59 ▲ 70 ▲ 79

平成年２４年度は、平成２２・２３年度と同様、市税だけでは義務的経費をまかなえない状況となった。

市税（ａ）

義務的経費充当
一般財源（ｂ）

差し引き額（ａ）-（ｂ）
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 ⑥  普通建設事業の推移 

 

普通建設事業とは、道路、公園等の社会資本整備や、学校、スポーツ施設、庁舎

等の公共施設整備を行うための投資的経費のことです。 

過去の推移をみますと、普通建設事業の抑制により、平成２０年度には２０４億

円まで減少しましたが、平成２１年度以降は、九州新幹線全線開業に伴う熊本駅周

辺整備や合併基本計画事業の推進、指定都市移行準備に伴う区役所整備などにより

事業費も増加傾向にありました。 

平成２４年度は、指定都市移行による、国県道整備経費や分離新設小学校整備経

費の増加などにより、前年度と比較して２２億円増加し、３４１億円となりました。 

 

普通建設事業の推移
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（億円）

普通建設補助 普通建設単独
 

 

 

 

（一般会計） 


